
 

 

日本ケアマネジメント学会 第 11 回研究大会 
抄録用紙 ＜一般口演（口頭・ポスター）用＞ 

 

演題番号 受付番号／受付日 ／ 

↑この欄は事務局記入欄です（記載不要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

齋藤 律子１）（ＮＰＯケアマネット２１・会員番号１４８８） 加賀美 由旗１）（会員番号・１８６３）      

川崎 節子１）（会員番号・２２９１）河辺 みち子１）（会員番号・７５１）末次 香代子１）（会員番号・７６５） 

武中 美佐子１）（会員番号・３８１２）永松 京子１）（会員番号・１７５１）前原 信子１）（会員番号・２３４５）

松本 恵美１）(会員番号・４１１４) 安川 賢１）（会員番号・４４０５） 稲冨 武志１）（会員番号・２２２９）

松野 伊津枝１）（会員番号・１８３９）白木 裕子１）（会員番号・９０）   

高齢者の在宅生活の支援において、医療との連携は不可欠である。社会保障制度の改革により、
入院による平均在院日数も大幅に短縮されている。このような背景の中で介護支援専門員の医療
に関する知識は不可欠となる。また、在宅生活の支援においては医療との連携が円滑に図られる
知識・技術を取得することが重要である。しかし、介護支援専門員の多くは医療に対する苦手意
識を持っている人も少なくない。本研究は介護支援専門員の医療知識の取得のためのＫ市におけ
る研修の取り組みの状況の調査を行い現状と課題について報告する。 

Ⅰ研究目的 
介護支援専門員が医療連携を円滑に行う
ための医療知識が法廷研修及び自治体な
どで開催される研修のカリキュラムから
その内容と時間数を検証し現状の課題を
明らかにした。 
Ⅱ研究方法 

国の定めている法定研修内容やＫ市が
行っている研修内容、地域包括支援センタ
ーが行っている研修内容、ＮＰＯ ケアマ
ネットが行っている研修内容の比較を行
った。 
Ⅲ研究結果 
１国の法定研修 

全時間数（医療に関する講義） 
①実務研修  ４５ （ ０ ） ０％ 
②基礎研修  ３５ （ ０ ） ０％ 
③更新研修Ⅰ ３３ （ ２ ）１２％ 
④更新研修Ⅱ ２２ （ ０ ） ０％ 
⑤主任介護支援専門員 
      ６６ （ ０ ） ０％ 
２地域開催の研修 
⑥北九州市の研修（１年間） 

 ６８（認知症  ６）９％ 
       （医療  １０）１５％ 

⑦地域包括支援センターの研修 
      ８６ （ １０ ） １２％ 
⑧ＮＰＯケアマネット２１の研修 
      ３５（認知症 ５） １４％ 
        （医療 ３０） ８６％ 
Ⅳ考察 
 介護支援専門員の大きな課題に介護と
医療の連携が不十分であると指摘されて
いる。その一方、医療においては在院日数
の短縮が進んでいる。           

このような背景から介護支援専門員の医療
に関する知識の習得を目的とした研修会の
内容の調査分析を行った。調査の結果から
も介護支援専門員の法定研修のカリキュラ
ムでは医療に関する研修内容は位置づけを
されていない。また、Ｋ市における自治体
及び地域包括センターでの研修企画におい
ても認知症に関する程度の医療知識の習得
研修のみであった。このような現状におい
て、介護支援専門員の医療知識の習得は、
個人の自己研鑽によるところが大きいと考
えられる。 
介護支援専門員の基礎資格においても導
入時は看護師等の医療職の占める割合が 6
割程度であったが、平成１７年ではホーム
ヘルパーをはじめとする介護職の占める割
合が逆転している。よって、今後の介護支
援専門員の研修においては、自己研鑽によ
るところなく法定研修などの必須研修にお
いて、医療に関する知識などをカリキュラ
ムに導入することが必須であるといえる。                                   
また、地域包括支援センターの企画する研
修においても医療に関する研修などを計画
的に企画することなどの工夫が不可欠であ
ると考える。また、今後は介護支援専門員
として医療知識についての必要な項目など
を明確にしていく必要があると考える。 
Ⅴ結論 
介護支援専門員の医療知識及び医療連携の
技術の向上のためには必要な知識の明確化
が不可欠である。またこれらの知識の習得
のためには法廷研修の内容及び時間数など
の見直しを含めた計画的な研修計画が必要
である。 

 
タイトル：Ｋ市圏域における介護支援専門員の研修のあり方 第一報 


